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株主の皆様へ

代表取締役社⻑ 兼 CEO
粟⽥　貴也

株主の皆様へ

当社は、業績のV字回復を果たした昨期において、2028年３月期を最終年とする中⻑期経営
計画を策定し、株主の皆様へ、持続的かつ飛躍的な成⻑をお約束いたしました。

この実現に向けて、中⻑期経営計画の初年度にあたる2023年３月期は、好業績を継続しなが
ら、戦略においても重要な進展がありました。

この急成⻑を実現する最大の原動力は、「人」です。
そこで、新型コロナウイルスの影響をはじめとして、引き続き世界中が大きな変化のうねりに

直面する中、当社グループの従業員が一丸となって大きなチャレンジに邁進していくため、当社
の成⻑哲学を「トリドール３頂」として定め、世界中でその浸透活動を進めています。

この成⻑哲学は、「KANDO」の頂、「二律両立」の頂、「称賛共助」の頂の３つの要素で構
成されています。

不易流行。安易な方法で売上や利益を追い求めるのではなく、これらの３つの頂へと、わき目
もふらずに一心に駆け上がっていく。このことこそが、当社の掲げるコーポレートスローガン
「食の感動で、この星を満たせ。」を実現する最短経路であることを示したものです。

これらの要素のどれか一つでも欠けては、当社の目指すゴールは達成できません。
株主の皆様におかれましては、引き続き、当社の飽くなき成⻑に、温かいご支援を賜りますよ

うお願い申し上げます。
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招集ご通知

証券コード：3397
（発信日）2023年６月14日

（電子提供措置の開始日）2023年５月31日

東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号

株式会社 トリドールホールディングス
代表取締役社長 兼 CEO 粟 田 貴 也

【当社ウェブサイト】
https://www.toridoll.com/ir/stock/meeting/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/3397/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第33期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第33期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供
措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイ
トにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「トリドールホールディングス」また
は「コード」に当社証券コード「3397」を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を順に選択
して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、株主総会会場において、株主様の安全に配慮した新型コロナウイルス感染症感染防止の措置を講じます
ので、ご協力賜りますようお願い申し上げます。発熱や体調不良が認められる方につきましてはご入場をお断り
させていただく場合がございますので、予めご了承くださいませ。
　また、当日のご出席に代えて、インターネットもしくは書面等により議決権を行使いただけますので、株主の
皆様におかれましては、以上に鑑みた上で当日のご来場についてご検討いただけますと幸甚でございます。
　お手数ながら株主総会参考書類をご検討いただきまして、2023年６月28日（水曜日）午後６時までに議決権
をご行使いただきたくお願い申し上げます。

（注）会場内でのマスクのご着用は任意とさせていただきます。
敬  具
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招集ご通知

記
日　　　　　時 2023年６月29日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
場　　　　　所 東京都渋谷区南平台町16－17

住友不動産渋谷ガーデンタワー１Ｆ
ベルサール渋谷ガーデン

会議の目的事項 報 告 事 項 １. 第33期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告および
連結計算書類ならびに会計監査人および監査等委員会の連結計算書類
監査結果報告の件

２. 第33期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類報告の件
　決 議 事 項 第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以　上

　株主総会ご出席の株主の皆様へのお土産はご用意いたしておりません。また、株主懇談会は開催いたしません。
　何卒ご理解いただきますようお願い申し上げます。
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議決権行使方法のご案内

株主総会にご出席されない場合 株主総会に
ご出席される場合

インターネット等
による議決権の行使

当社の指定する議決権行使
ウェブサイトより、2023年
６月28日（水曜日）午後６
時までにご行使ください。

書面（議決権行使書）
による議決権の行使

同封の議決権行使書用紙に
議案に対する賛否をご表示
のうえ、2023年６月28日
（水曜日）午後６時までに
到着するようご返送くださ
い。

同封の議決権行使書用紙を
当日会場受付にご提出くだ
さい。
また、資源節約のため、本招集
ご通知をご持参くださいますよ
うお願い申し上げます。

●電子提供措置事項のうち、「社外取締役の独立性の判断基準」、「会社の新株予約権等に関する事項」、「補償契約の内容の概
要等」、「役員等賠償責任保険契約の内容の概要等」、「会計監査人の状況」、「取締役の職務の執行が法令および定款に適合す
ることを確保するための体制　その他業務の適正を確保する体制および当該体制の運用状況」、「連結持分変動計算書」、「連結
計算書類の注記」、「株主資本等変動計算書」および「計算書類の注記」につきましては、法令および当社定款第14条第２項の規
定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお当該書面に記載されている事
業報告、連結計算書類および計算書類は、監査等委員会が監査報告書を作成するに際して監査した事業報告、連結計算書類および
計算書類の一部であり、会計監査人が会計監査報告書を作成するに際して監査した連結計算書類および計算書類の一部でありま
す。

●電子提供措置事項に修正すべき事項が生じた場合は、３頁に記載の各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前の事項および
修正後の事項を掲載させていただきます。

議決権行使方法のご案内

ご返送いただいた議決権行使書において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示があったものとし
てお取り扱いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使®」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使Ⓡ」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌‌QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取って
ください。1

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください
「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　年末年始を除く９：00～21：00）

ご注意
！ ■インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。

■パスワードは、議決権を行使される方が株主様ご本人であることを確認する手段です。本定時株主総会終了まで、大切に保管してくださ
い。パスワードのお電話等による照会には、お答えすることができません。また、パスワードを当社よりお尋ねすることはございません。

■パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされてしまった場合、画面の案内に従ってお手続き
ください。

■議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続環境にて動作確認を行っておりますが、ご利用の機器によってはご利用いた
だけない場合もございます。

■書面とインターネット等により議決権を重複して行使された場合は、インターネット等による行使を有効な行使としてお取り扱いいたしま
す。

■インターネット等で複数回議決権を行使された場合は、最後の行使を有効な行使としてお取り扱いいたします。

インターネット等による議決権行使のご案内

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

以 上
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

候補者
番号 氏 名 現在の当社における

地位および担当
取締役会出席率
（出席状況）

1 あ わ

粟
 

 
た

田
 

　
た か

貴
 

 
や

也 再 任
　

代表取締役社長 兼 CEO 100％（15／15回）

２ す ぎ

杉
 

 
や ま

山
 

　
た か

孝
 

 
し

史 再 任
　

取締役副社長 兼 COO
海外事業本部長 100％（15／15回）

３ か み

神
 

 
は ら

原
 

　
ま さ

政
 

 
と し

敏 再 任
　

取締役 兼 CSCO
SCM本部長 100％（15／15回）

４ や ま

山
 

 
ぐ ち

口
 

　
さとし

聡 新 任
　

執行役員 兼 CFO
ファイナンス本部長 兼

財務部長
－

５ しょう

松
 

 
ふ う

風
 

　
り

里
 

 
え

栄
 

 
こ

子
新 任

社外取締役候補者

独立役員候補者

－ －

株主総会参考書類
議案および参考事項

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（３名）は、本定時株主総会終
結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体制の一層の強化を図るため取締役を２名増員し、取 
締役５名の選任をお願いするものであります。
　なお、取締役候補者の選定にあたっては、独立社外取締役（監査等委員）全員（３名）が委員かつその過半数
を占める指名委員会の答申を経ております。また、監査等委員会においても、指名委員会での審議を踏まえ、各
候補者を取締役に選任することが当社の企業価値の向上に資すると判断し、本議案が妥当であるとの決議がなさ
れております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）松風里栄子氏は、戸籍上の氏名は藤野里栄子でありますが、職務上使用している氏名で表記しております。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

1 あ わ

粟
 

 
た

田
 

　
た か

貴
 

 
や

也 1961年10月28日生 61歳 再 任
　

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
    1985年    8月 自営業（トリドール三番館開業）
    1990年    6月 有限会社トリドールコーポレーション設立、代表取締役社長
    1995年    10月 株式会社トリドール（現、株式会社トリドールホールディングス）へ組織

変更、代表取締役社長 兼 CEO（現任）
　

所有する当社株式数 27,578,662株
取締役会出席率 100％（15／15回）

本総会終結時の在任期間 33年
　

取締役候補者とした理由
粟田貴也氏を取締役候補者とした理由は、同氏が当社の創業以来一貫して当社の経営に携わり当社事業を熟知しているほか、迅速かつ
的確な意思決定能力および適切なリスク管理能力を有しており、引き続き今後の当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に欠
かせないものと判断したためであります。　

２ す ぎ

杉
 

 
や ま

山
 

　
た か

孝
 

 
し

史 1977年５月23日生 46歳 再 任
　

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
    2001年    4月 デロイトトーマツコンサルティング株式会社（現、アビームコンサルティ

ング株式会社）入社
    2006年    10月 アビームM&Aコンサルティング株式会社（現、PwCアドバイザリー合同

会社）入社
    2015年    7月 デロイトトーマツコンサルティング合同会社入社
    2017年    6月 同社執行役員パートナー
    2019年    2月 当社入社
    2019年    7月 当社海外事業本部海外事業準備室長
    2019年    10月 当社海外事業本部海外事業企画部長
    2020年    2月 当社執行役員海外事業本部長
    2021年    6月 当社常務取締役海外事業本部長
    2022年    6月 当社取締役副社長 兼 COO 兼 海外事業本部長（現任）

当社における担当 海外事業本部長
重要な兼職の状況 Tam Jai International Co. Limited取締役

　

所有する当社株式数 4,651株
取締役会出席率 100％（15／15回）

本総会終結時の在任期間 2年
　

取締役候補者とした理由
杉山孝史氏を取締役候補者とした理由は、同氏が経営コンサルティング会社における業務を通じて培われた海外事業に関する経験と知
見を有している上、当社入社後はその経験と知見を活かして当社の海外事業の発展に貢献しており、引き続きその能力が当社の経営に
欠かせないものと判断したためであります。　

8



REFERENCE DOCUMENTS FOR THE GENERAL MEETING OF SHAREHOLDERS

2023/05/29 13:49:11 / 22949899_株式会社トリドールホールディングス_招集通知_電子提供措置用

取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

３ か み

神
 

 
は ら

原
 

　
ま さ

政
 

 
と し

敏 1959年１月30日生 64歳 再 任
　

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
    1981年    4月 株式会社ウエンコジャパン（ダイエーグループ）入社
    2003年    6月 フードビジネスコンサルティング設立
    2013年    7月 当社品質管理室長
    2013年    9月 当社購買部長
    2015年    1月 当社購買部長 兼 商品部長
    2016年    2月 当社執行役員購買部長 兼 商品部長
    2016年    4月 当社執行役員商品本部長
    2018年    6月 当社取締役商品本部長
    2019年    4月 当社取締役SCM本部長
    2020年    1月 当社取締役SCM本部長 兼 商品開発部長
    2022年    8月 当社取締役 兼 CSCO 兼 SCM本部長（現任）

当社における担当 SCM本部長
　

所有する当社株式数 11,181株
取締役会出席率 100％（15／15回）

本総会終結時の在任期間 5年
　

取締役候補者とした理由
神原政敏氏を取締役候補者とした理由は、同氏が大手流通企業在籍時および独立後のコンサルタントとしての経験を通じて商品の川上
から川下まで幅広い知見を有している上、当社入社後はその経験と知見を活かして、当社の食材調達ルート拡大や原価低減等に貢献し
ており、引き続きその能力が当社の経営に欠かせないものと判断したためであります。　

4 や ま

山
 

 
ぐ ち

口
 

　
さ と し

聡 1974年10月７日生 48歳 新 任
　

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
    1997年    4月 株式会社日本リース（現、三井住友ファイナンス＆リース株式会社）入社
    2002年    4月 株式会社エム・ピー・テクノロジーズ（現、アセンテック株式会社）入社
    2007年    5月 株式会社J・Payment入社
    2008年    5月 株式会社ピー・アンド・イー・ディレクションズ入社
    2012年    11月 株式会社ジャパンディスプレイ入社
    2020年    2月 当社入社、管理本部財務部長
    2020年    10月 当社ファイナンス本部長 兼 財務部長
    2022年    7月 当社執行役員 兼 CFO 兼 ファイナンス本部長 兼 財務部長（現任）

当社における担当 ファイナンス本部長 兼 財務部長
　

所有する当社株式数 579株
　

取締役候補者とした理由
山口聡氏を取締役候補者とした理由は、同氏が金融機関、情報通信会社、経営コンサルティング会社および電気メーカーにおける業務
を通じて培われた資金の管理・調達等の財務業務および経営企画に関する経験と知見を有している上、当社入社後はその経験と知見を
活かして、当社のファイナンス業務の統括、財務方針・戦略の策定や財務基盤の確立・強化等に貢献しており、その能力が当社の経営
に欠かせないものと判断したためであります。　

9
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

5 し ょ う

松
 

 
ふ う

風
 

　
り

里
 

 
え

栄
 

 
こ

子 1967年７月13日生 55歳
社外取締役候補者 新 任独立役員候補者

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

    1990年    4月 株式会社博報堂入社
    2007年    6月 同社コーポレートデザイン部長
    2011年    8月 博報堂コンサルティング株式会社 執行役員 エグゼクティブ・マネージャ

ー
    2015年    5月 株式会社センシングアジア 代表取締役（現任）
    2016年    4月 ポッカサッポロフード＆ビバレッジ株式会社 経営戦略本部副本部長 兼 経

営戦略部長
    2017年    3月 同社経営戦略本部長 兼 経営戦略部長
    2018年    3月 POKKA CORPORATION (SINGAPORE) PTE. LTD. グループCEO
    2020年    1月 POKKA PTE. LTD. グループCEO
    2020年    7月 サッポログループ食品株式会社 取締役専務執行役員
    2022年    3月 サッポロホールディングス株式会社 取締役 兼 ポッカサッポロフード＆ビ

バレッジ株式会社 取締役
    2023年    1月 サッポロホールディングス株式会社 取締役 兼 ポッカサッポロフード＆ビ

バレッジ株式会社 代表取締役副社長 兼 サッポログループ食品株式会社 
代表取締役社長（現任）

重要な兼職の状況 サッポロホールディングス株式会社取締役、
ポッカサッポロフード＆ビバレッジ株式会社代表取締役副社長、
サッポログループ食品株式会社代表取締役社長

　

所有する当社株式数 ―株
　

社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
松風里栄子氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏がグローバルでの事業経営、マーケティング、経理・財務に関する豊富な経験、
実績、知見を有しており、客観的・専門的な視点から当社の経営に対し的確な提言・助言をいただけると判断したためであります。ま
た、同氏が選任された場合は、指名委員および報酬委員として当社の取締役候補者の選定や報酬等の決定に、独立した立場から関与い
ただく予定であります。　

10
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

（注）１. 各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２. 各取締役候補者の年齢は、本定時株主総会招集ご通知の発送日現在の年齢であります。
３. 松風里栄子氏は、社外取締役候補者であります。
４. 当社は、松風里栄子氏の選任が承認された場合は、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約の締結を予定しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条
第１項に定める最低責任限度額とする予定であります。

５. 当社は、松風里栄子氏の選任が承認された場合は、同氏を株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反
が生じるおそれのない独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

６. 当社は、粟田貴也氏、杉山孝史氏および神原政敏氏との間で、会社法第430条の２第１項の規定に基づき、同項第１号の費
用および同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償する補償契約を締結しております。粟田貴也氏、杉山
孝史氏および神原政敏氏の再任が承認された場合は、各氏との間で当該補償契約を継続する予定であります。また、山口聡
氏および松風里栄子氏の選任が承認された場合は、両氏との間で同様の補償契約を締結する予定であります。

７. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である
取締役がその職務の執行に起因して損害賠償請求された場合の損害賠償金および訴訟費用を当該保険契約により填補するこ
ととしております。当該保険契約の保険料は当社が全額負担しております。各取締役候補者の選任が承認されますと、当該
保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定して
おります。
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監査等委員である取締役３名選任の件

第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

候補者
番号 氏 名 現在の当社における

地位および担当
取締役会出席率
（出席状況）

監査等委員会出席率
（出席状況）

1 う め

梅
 

 
き

木
 

　
と し

利
 

 
や す

泰 再 任
社外取締役候補者
独立役員候補者

　　

取締役
（監査等委員）

100％
（15／15回）

100％
（15／15回）

2 う め

梅
 

 
だ

田
 

　
ひ ろ

浩
 

 
あ き

章 再 任
社外取締役候補者
独立役員候補者

　　

取締役
（監査等委員）

100％
（15／15回）

100％
（15／15回）

3 か た

片
 

 
お か

岡
 

　
ま き

牧 再 任
社外取締役候補者
独立役員候補者

　　

取締役
（監査等委員）

100％
（15／15回）

100％
（15／15回）

　監査等委員である取締役全員（３名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査等
委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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監査等委員である取締役３名選任の件

1 う め

梅
 

 
き

木
 

　
と し

利
 

 
や す

泰 1961年８月11日生 61歳
社外取締役候補者 再 任独立役員候補者

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

    1992年    10月 監査法人朝日新和会計社（現、有限責任 あずさ監査法人）入所
    1997年    4月 公認会計士登録
    2003年    10月 日野総合会計事務所所長（現任）
    2003年    11月 税理士登録
    2008年    9月 株式会社日野ビジネスコンサルティング（現、SFCブレインコンサルティ

ング株式会社）代表取締役（現任）
    2011年    6月 当社監査役
    2015年    6月 当社取締役（監査等委員）（現任）
    2016年    6月 監査法人 アイ・ピー・オー社員
    2019年    6月 監査法人 アイ・ピー・オー代表社員（現任）

重要な兼職の状況 日野総合会計事務所所長、
SFCブレインコンサルティング株式会社代表取締役、
監査法人 アイ・ピー・オー代表社員

　

所有する当社株式数 9,800株
取締役会出席率 100％（15／15回）

監査等委員会出席率 100％（15／15回）

本総会終結時の在任期間 監査役　　  ４年
監査等委員  ８年

　
社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要

梅木利泰氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が、公認会計士として培われた専門的な知識・経験等を有しておられることから、
引き続き社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断したためであります。選任後は、特にその専門的な知見および経
験から経営の監督および提言をしていただくとともに、監査等委員長ならびに指名委員長および報酬委員長として当社のコーポレー
ト・ガバナンス向上をリードしていただくことを期待しております。　

2 う め

梅
 

 
だ

田
 

　
ひ ろ

浩
 

 
あ き

章 1966年12月13日生 56歳
社外取締役候補者 再 任独立役員候補者

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

    1994年    10月 朝日監査法人（現、有限責任 あずさ監査法人）入所
    1998年    4月 公認会計士登録
    2004年    8月 梅田浩章公認会計士事務所所長（現任）
    2004年    9月 税理士登録
    2011年    3月 不二精機株式会社社外監査役（現任）
    2013年    4月 株式会社イーサーブ代表取締役（現任）
    2017年    6月 監査法人アイ・ピー・オー社員（現任）
    2017年    6月 当社取締役（監査等委員）（現任）

重要な兼職の状況 梅田浩章公認会計士事務所所長、
不二精機株式会社社外監査役、
株式会社イーサーブ代表取締役、
監査法人アイ・ピー・オー社員　

所有する当社株式数 1,100株
取締役会出席率 100％（15／15回）

監査等委員会出席率 100％（15／15回）
本総会終結時の在任期間 監査等委員  ６年

　
社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要

梅田浩章氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が、公認会計士として培われた専門的な知識・経験等を有しておられることから、
引き続き社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断したためであります。選任後は、特にその専門的な知見および経
験から経営の監督および提言をしていただくとともに、監査等委員ならびに指名委員および報酬委員として当社のコーポレート・ガバ
ナンス向上のために活動していただくことを期待しております。　
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監査等委員である取締役３名選任の件

3 か た

片
 

 
お か

岡
 

　
ま き

牧 1971年２月24日生 52歳
社外取締役候補者 再 任独立役員候補者

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

    2009年    12月 弁護士登録、堂島法律事務所入所
    2014年    6月 株式会社地域経済活性化支援機構へ出向
    2016年    9月 堂島法律事務所へ復帰
    2017年    6月 当社取締役（監査等委員）（現任）

重要な兼職の状況 堂島法律事務所　弁護士
　

所有する当社株式数 1,100株
取締役会出席率 100％（15／15回）

監査等委員会出席率 100％（15／15回）
本総会終結時の在任期間 監査等委員  ６年

　
社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要

片岡牧氏を社外取締役候補者とした理由および同氏が職務を適切に遂行できるものと判断した理由は、同氏が、会社経営に直接関与さ
れた経験はありませんが、弁護士として培われた専門的な知識・経験等を有しておられることから、引き続き社外取締役としての職務
を適切に遂行いただけるものと判断したためであります。選任後は、特にその専門的な知見および経験から経営の監督および提言をし
ていただくとともに、監査等委員ならびに指名委員および報酬委員として当社のコーポレート・ガバナンス向上のために活動していた
だくことを期待しております。　

（注）１．各監査等委員である取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２．各監査等委員である取締役候補者の年齢は、本定時株主総会招集ご通知の発送日現在の年齢であります。
３．梅木利泰氏、梅田浩章氏および片岡牧氏は、社外取締役候補者であります。
４．当社は、梅木利泰氏、梅田浩章氏および片岡牧氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定め
る最低責任限度額としております。梅木利泰氏、梅田浩章氏および片岡牧氏の再任が承認された場合は、各氏との間で当該
契約を継続する予定であります。

５．当社は、梅木利泰氏、梅田浩章氏および片岡牧氏を株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じ
るおそれのない独立役員として同取引所に届け出ております。梅木利泰氏、梅田浩章氏および片岡牧氏の再任が承認された
場合は、引き続き独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

６．当社は、梅木利泰氏、梅田浩章氏および片岡牧氏との間で、会社法第430条の２第１項の規定に基づき、同項第１号の費用
および同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償する補償契約を締結しております。梅木利泰氏、梅田浩
章氏および片岡牧氏の再任が承認された場合は、各氏との間で当該補償契約を継続する予定であります。

７．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である
取締役がその職務の執行に起因して損害賠償請求された場合の損害賠償金および訴訟費用を当該保険契約により填補するこ
ととしております。当該保険契約の保険料は当社が全額負担しております。各監査等委員である取締役候補者の選任が承認
されますと、引き続き当該保険契約の被保険者に含まれることとなります。また、当該保険契約は次回更新時においても同
内容での更新を予定しております。
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補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

と よ

豊
 

 
だ

田
 

　
こ う

孝
 

 
じ

二 1968年２月３日生 55歳

社外取締役候補者
独立役員候補者

　

所有する当社株式数 ―株
　

略歴および重要な兼職の状況
    1991年    4月 明治生命保険相互会社（現、明治安田生命保

険相互会社）入社
    1996年    10月 朝日監査法人（現、有限責任 あずさ監査法

人）入所
    2004年    10月 弁護士登録、弁護士法人三宅法律事務所入所
    2004年    11月 公認会計士登録
    2012年    4月 アクシア法律会計事務所所長（現任）
    2013年    12月 太洋マシナリー株式会社社外監査役
    2015年    11月 学校法人大阪経済大学監事
    2017年    3月 株式会社ダイサン社外取締役（監査等委員、

現任）
重要な兼職の状況 アクシア法律会計事務所所長、

株式会社ダイサン社外取締役（監査等委員）
　

補欠の社外取締役候補者とした理由
および期待される役割の概要

豊田孝二氏を補欠の社外取締役候補者とした理由は、同氏
が、公認会計士・弁護士として培われた専門的な知識・経験
等を有しておられることから、社外取締役就任後、社外取締
役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断したため
であります。監査等委員である取締役に就任した場合には、
特にその専門的な知見および経験から経営の監督および提言
をしていただくとともに、監査等委員ならびに指名委員およ
び報酬委員として当社のコーポレート・ガバナンス向上のた
めに活動していただくことを期待しております。　

　監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠の監査等委員である取締
役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 補欠の監査等委員である取締役候補者豊田孝二氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 補欠の監査等委員である取締役候補者豊田孝二氏の年齢は、本定時株主総会招集ご通知の発送日現在の年齢であります。
３. 豊田孝二氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
４. 当社は、豊田孝二氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、同氏との間で、会社法第423条第１項に定める損害賠

償責任について、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする契約を締結する予定であります。
５. 当社は、豊田孝二氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、同氏を株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一

般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
６. 豊田孝二氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、会社法第430条の２第１項の規定に基づき、同項第１号の費用

および同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償する補償契約を締結する予定であります。
７. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者である

取締役がその職務の執行に起因して損害賠償請求された場合の損害賠償金および訴訟費用を当該保険契約により填補するこ
ととしております。当該保険契約の保険料は当社が全額負担しております。豊田孝二氏が監査等委員である取締役に就任し
た場合、同氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は、次回更新時においても同内
容での更新を予定しております。

以　上
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スキルマトリックス

当社における
地位 企業経営 グローバル 会計・財務 資本政策

Ｍ＆Ａ
法務

コンプライアンス ＥＳＧ 飲食
ビジネス

マーケティング
店舗・設備開発

製品
品質管理

ＤＸ
イノベーション

デジタル技術
ＩＣＴ

粟田　貴也 代表取締役社長 ● ● ● ●

杉山　孝史 取締役副社長 ● ● ● ● ● ● ● ●

神原　政敏 取締役 ● ● ● ● ●

山口　聡 取締役 ● ● ● ●

松風　里栄子 社外取締役 ● ● ● ● ● ● ●

梅木　利泰 社外取締役
（監査等委員） ● ● ●

梅田　浩章 社外取締役
（監査等委員） ● ● ●

片岡　牧 社外取締役
（監査等委員） ● ● ●

磯村　康典 執行役員 ● ● ● ●

草野　篤 執行役員 ● ● ● ●

林　浩司 執行役員 ● ● ● ●

南雲　克明 執行役員 ● ● ● ●

武末　成祐 執行役員 ● ● ● ●

ご参考　スキルマトリックス
本議案が承認された場合の取締役および本定時株主総会終結後に行われる取締役会において選任予定
である執行役員が特に有する専門性・経験は下表のとおりです。

（注）上記一覧表は各氏の有するすべての専門性や経験を表すものではありません。
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事業の経過およびその成果

事業報告（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

1 企業集団の現況に関する事項

1
　事業の経過およびその成果

　当連結会計年度(2022年４月１日～2023年３月31日）における当社グループの経営環境は、国内について
は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため緊急事態宣言やまん延防止等重点措置が実施された前期と比較し
て、人の移動量が大幅に増加し、外食の客数も回復基調で推移しました。海外においては、欧米では行動規制が
ほぼ撤廃され、アジアでも規制緩和が進んだことで商況の回復が見られました。
　このような環境において当社グループは、国内では訴求力の高い商品開発、店舗設計と来店動機の訴求に取り
組みました。海外ではアジア、欧州、北米を中心に積極的に出店したことに加えて、グローバル展開を視野に入
れたリブランディングや新しい事業パートナー（ローカルバディ（注１））の開拓に注力しました。
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事業の経過およびその成果

売 上 収 益 1,883 億 20百万円
　

32.7%
海外事業 54.2%

丸亀製麺

13.1%
その他

売上収益
構成比

(前期比 22.8％増)

営 業 利 益 74億 66百万円
　(前期比 47.6％減)

税引前利益 77億 26百万円
　(前期比 44.6%減)

親会社の所有者に
帰属する当期利益

38億 27百万円
　(前期比 57.4％減)

　これらの結果、本格讃岐うどん専門店の丸亀製麺、海外事業が過去最高の売上収益を達成し、その他を含む全
セグメントで増収となったことにより、売上収益は過去最高の1,883億20百万円（前期比22.8％増）となりま
した。
　利益面では、世界的な原材料、人件費、水道光熱費の高騰の影響を受けましたが、増収で吸収し、丸亀製麺、
海外事業に加えて、過去最高となったその他の全セグメントで増益となり、全社費用である調整額が増加したも
のの、事業利益（注２）は69億84百万円（前期比28.6％増）と大幅な増益となりました。
　一方、前期は新型コロナウイルス感染症に係る時短協力金などの政府補助金128億66百万円を計上しました
が、当期は44億３百万円に留まったことにより、その他の営業収益は前期比99億66百万円減少しました。ま
た、その他の営業費用に中国事業にかかる一過性の事業整理費用12億27百万円を計上しました。これらの結
果、営業利益（注３）は74億66百万円（前期比47.6％減）、親会社の所有者に帰属する当期利益は38億27百
万円（前期比57.4％減）と減益となりました。

（注１）ローカルバディ：感動体験に共感した特別な知識とノウハウを持つ世界中の仲間
（注２）事業利益：売上収益－売上原価－販売費及び一般管理費
（注３）営業利益：事業利益－減損損失＋その他の営業収益－その他の営業費用
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事業のセグメント別の業績

MARUGAME SEIMEN 丸亀製麺

主要な事業内容

第32期
2022年3月期

92,129

10,586

第33期
2023年3月期

102,100

11,624

売上収益／事業利益
売上収益 （百万円）事業利益

　本格讃岐うどん専門店で、各店
舗に製麺機を設置することで「打
ちたて」、「ゆでたて」を実現
し、オープンキッチンを採用しお
客様の目の前で調理を行うなど、
「 で き た て 感 」 、 「 手 づ く り
感」、「安心感」を感じていただ
ける、臨場感あふれる店舗です。

事業のセグメント別の業績は、次のとおりであります。

　丸亀製麺セグメントにおいては、ブランド戦略と商品戦略をハイブリッド型で組み合わせ、オフライン（店
舗）とオンライン（TVCM、デジタルマーケティング、SNS等）をマージして展開する統合マーケティングが奏
功したことにより、年間を通して好調に推移しました。
　2022年６月15日から「うどんで、あなたを驚かせたい。」をキャッチフレーズに新たなブランドキャンペー
ンを開始し、打ち立てのうどんのおいしさと職人による手づくりの価値を訴求するとともに、ブランドへの共感
と好意度を高めるコミュニケーションを強化しました。
　商品戦略においては、お客様から多くの支持をいただいたシーズナルの人気フェア商品をさらに改良し、品質
を高めただけでなく、新作も投入して食材や味の違いを楽しんでいただき、リピート促進やシリーズ認知の強化
につなげました。
　共創型パートナーである株式会社TOKIOの松岡昌宏さんと共同開発した新商品「俺たちの豚汁うどん」と
「俺たちのニラバタ豚汁うどん」は、うどんに最も合う独自の豚汁を追究し、松岡昌宏さんならではのアイデア
と丸亀製麺の商品開発力およびマーケティング力が融合した結果、2023年１月23日までに255万食を販売する
大ヒットとなりました。続いて販売した「肉がさね玉子あんかけうどん」も2023年３月６日までに163万食を
販売し、冬季の大ヒット商品となりました。
　当期においては原材料費、水道光熱費、人件費の高騰に対処するため、2022年10月25日に一部商品の価格
改定を実施、さらに2023年３月７日に看板商品の釜揚げうどんを含む価格改定を実施しました。また既存店70
店舗で老朽化した店舗の改修・改装を実施しました。
　これらの取り組みにより、売上収益は1,021億円（前期比10.8％増）と過去最高を達成しました。原価、人件
費、電気料金、広告宣伝費も増加しましたが、増収で吸収し、事業利益は116億24百万円（前期比9.8％増）と
大幅な増益となりました。
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事業のセグメント別の業績

OVERSEAS BUSINESS 海外事業（海外における飲食事業全般）

主要な事業内容

第32期
2022年3月期

41,069

1,448
第33期

2023年3月期

61,483

1,809

売上収益／事業利益
（百万円）売上収益 事業利益　30以上の国と地域で直営店およ

びFC等にて出店しております。

　世界各国で人の移動量が回復する中、2023年１月に中国でゼロコロナ規制が撤廃され、周辺国にも経済効果
の波及が期待されました。このような環境において、香港を拠点とするスパイシーヌードル業態のTam Jaiはア
ジアで40店舗増加し、大幅な増収となりました。利益面では当第４四半期連結会計期間に徐々に回復したもの
の、当第３四半期まで中国の行動規制の影響を強く受けたことにより減益となりました。
　Marugame Udonは、米国ではハワイ店の好調が持続したことに加えて新店も順調に推移し、大幅な増収と
なりました。台湾はコロナ影響下で人材教育に注力した成果やプロモーションが奏功したことなどにより大幅な
増収増益となりました。英国では当期６店出店して計10店舗となり、現地メディアに掲載されたりアワードに
選出されたりするなど認知度が高まりました。
　これらの結果、為替影響もあって売上収益は614億83百万円（前期比49.7％増）と大幅な増収となり、過去
最高を達成しました。利益面では、原材料高騰や人件費上昇に加えて、複数業態においてグローバル展開に伴う
マーケティング費用などの先行投資が増加しましたが、増収で吸収し、事業利益は18億９百万円（前期比
24.9％増）と増益となりました。
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事業のセグメント別の業績

OTHERS その他

主要な事業内容

第32期
2022年3月期

20,156

836
第33期

2023年3月期

24,737

3,044

売上収益／事業利益
（百万円）売上収益 事業利益　「コナズ珈琲」、「肉のヤマキ

商店」、「豚屋とん一」、「とり
どーる」、「長田本庄軒」、「天
ぷらまきの」、「らー麺ずんどう
屋」、「晩杯屋」等が含まれてお
ります。

　その他セグメントには、「コナズ珈琲」、「肉のヤマキ商店」、「豚屋とん一」、「とりどーる」、「長田本
庄軒」、「天ぷらまきの」、「らー麺ずんどう屋」、「晩杯屋」等が含まれております。
　「らー麺ずんどう屋」「晩杯屋」「とりどーる」は緊急事態宣言やまん延防止等重点措置により休業・時短営
業を余儀なくされた前期と比較して事業環境が改善したことにより、増収増益となりました。特に姫路発祥の濃
厚豚骨ラーメン業態の「らー麺ずんどう屋」は、当期19店舗出店して大幅な増収となり、原価および人件費の
比率低下により事業利益率が大きく上昇し、当セグメントの増収増益を牽引しました。
　「いちばん近いハワイの食卓」をコンセプトとする「コナズ珈琲」は、期間限定のフェアメニューやイベント
などの施策が奏功したほか、2022年10月にオープンした多摩ニュータウン店も好調に推移し、増収増益となり
ました。
　「とりどーる」は、「もも一枚焼き弁当」の看板商品化に成功し、客数が大幅に増加したことで、大幅な増収
増益となりました。
　「豚屋とんー」は、注文を受けてから肉を切り、その都度店内で製造したパン粉を付けるなど手の込んだ職人
技を訴求する店舗作りに注力した一方で、不採算店の整理も進めたことから大幅な増益となりました。
　「肉のヤマキ商店」は、手づくり出来たての焼肉丼と総菜を日常使い出来る価格で提供する商品戦略が顧客の
支持を獲得し、2022年11月にオープンした新店もグローサラントモデルを早期確立するなど堅調に推移し、増
収増益となりました。
　これらの結果、売上収益は247億37百万円（前期比22.7％増）となり、増収に加えて、人員配置の適正化な
どにより原価率と販管費率がともに低下したことから、事業利益は過去最高の30億44百万円（前期比264.2％
増）と大幅な増益となりました。
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トピックス

順位 ブランド CXスコア
１ 丸亀製麺 7.34
２ 星野リゾ－ト 7.14
３ ANA（全日空） 6.96
４ スシロー 6.77
５ 味の素 6.67
６ ディズニー 6.61
７ コメダ珈琲店 6.56
８ ワークマン 6.52
９ 花王 6.52
10 楽天トラベル 6.48　

右：2022年6月、新ブランドアンバサダーに就任した上戸彩さん
左：株式会社丸亀製麺社長　山口寛

株式会社TOKIOと丸亀製麺の「共創型パートナーシップ」は
2023年４月に３年目を迎えました

トピックス

丸亀製麺　顧客体験価値ランキング、Japan Branding Awardで最高位を獲得
　丸亀製麺はインターブランドジャパンが2022年６月に発表した「顧客体験価値（CX）ランキング2022」で
１位を獲得し、さらに12月にはインターブランドジャパン発表の「Japan Branding Awards 2022」におい
て、最高位の「Best of Best」を受賞いたしました。
　「顧客体験価値」を高めるため「顧客体験No.１」をビジョンに掲げ、店舗だけでなく本社も含めたすべての
部門、すべての社員が連動し、「感動体験こそがお客様を創造する」という会社哲学を実践。お客様からの支持
を多く獲得したことが評価されての受賞となりました。

　＜顧客体験価値スコア 算出方法＞
　2021年10月と2022年４月に計１万人以上の日本在住者を対象にしたアンケート結果を基に分析

　2022年６月には新ブランドキャンペーン「うどんで、あなたを驚かせたい。」を展開。ブランドアンバサダ
ーとして上戸彩さんの就任を発表いたしました。
　株式会社TOKIOとの「うどんで日本を元気にプロジェクト」は２年目を迎え、「うどんで日本に元気を届け
るキッチンカー」プロジェクトでは特製のキッチンカーで全国を訪問。2022年11月には共創メニューの「俺た
ちの豚汁うどん」を発売し、255万食を販売する人気メニューになりました。
　このように2023年３月期はブランディングとTVCM/デジタルマーケティング/店頭を統合したコミュニケー
ション、商品戦略の相乗効果により、丸亀製麺は過去最高の売上収益となりました。

22



BUSINESS REPORT

2023/05/29 13:49:11 / 22949899_株式会社トリドールホールディングス_招集通知_電子提供措置用

トピックス

「Marugame Udon」インドネシア、
Grand Ciputra Cibubur 店

2023年１月「Marketing Excellence 
Awards 2022」授賞式

トリドールグループ　海外700店舗を達成（店舗数はすべて2023年３月末時点）

「Marugame Udon」
　８か国・地域に223店舗を展開しており、アジアではインドネシア、フィリピン、ベトナムが2022年４月か
ら12月に特に好調で、インドネシアは約90店舗に拡大いたしました。
　また、北米では現場オペレーションの強化や効率化を進めたことで、増収に加え収益性も改善いたしました。
　イギリスでは2021年７月の出店から、すでに10店舗を出店。フランチャイズの募集も開始し、ヨーロッパ圏
へのさらなる展開を見込んでおります。

「その他の海外ブランド」
　「Tam Jai」は2022年10月に４か国でグループ合計200店舗を達成。2023年１月には香港で最も権威のあ
るマーケティングアワード「Marketing Excellence Awards 2022」で、最優秀賞を含む合計13の賞（最優秀
賞１、ゴールド賞３、シルバー賞７、ブロンズ賞２）を獲得いたしました。
　2022年11月、ハラルブランドである「モンスタープラネット」がシンガポールのレストラン協会の「Best 
Halal Restaurant（Casual Dining）」に選出。来期中にはインドネシアへの進出が決まるなど、ハラル圏に拡
長を進めております。
　アジアを中心に５か国で57店舗を展開しているスープヌードルチェーン「ボートヌードル」は2022年10月
にフィリピンに進出。すでに４店舗をオープンし、出店を続けております。

　今後も「食の感動体験」をどこまでも追求し、世界中で唯一無二の日本発グローバルフードカンパニーを目指
して、予測不能な進化を遂げるため、国内のみならず海外での展開を積極的に推進してまいります。
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設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

2
　設備投資の状況

　当社グループは、販売拡大を目的として店舗展開のための設備投資を継続的に実施しております。
　当連結会計年度は、国内におきましては、丸亀製麺で14店舗、その他で29店舗の計43店舗を直営店にて出店
いたしました。
　また、海外におきましては、香港、台湾、シンガポール、米国等で76店舗を直営店にて出店いたしました。

3
　資金調達の状況

　当連結会計年度においては、自己資金に加え、金融機関からの長期借入により210億円、社債の発行により
40億円の資金を調達し、事業資金に充当いたしました。

4
　対処すべき課題
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■：国内丸亀　■：国内その他　■：海外数値は当社が2023/4/5に買収手続きの開始を公表したFulham Shore社を含まない値

売上高 事業利益
（※調整額の控除前の数値） 店舗数

M&Aで
更なる成長を M&Aで

更なる成長を

M&Aで
更なる成長を

2023－2028年３月期 中長期経営計画
　当社グループは、名実ともにグローバルフードカンパニーとなることを目指して、2022年５月に「2023－
2028年３月期 中長期経営計画」を策定し、2028年３月期に売上収益 3,000億円、事業利益率12％以上を目標
に掲げております。初年度である当期の売上収益については丸亀製麺、海外事業が2024年３月期計画を超え、
事業利益については丸亀製麺、国内その他が2024年３月期計画を上回ったことから、2024－2025年３月期の
連結での売上収益と事業利益を引き上げ、2026年３月期を最終年度とする新３か年計画を策定いたしました。

詳細につきましては、2023年３月期決算説明資料（https://pdf.irpocket.com/C3397/bU43/mFTh/Dj2z.pdf）を
ご参照ください。
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財産および損益の状況

5
　財産および損益の状況

区分

国際会計基準（IFRS）

第30期
2020年３月期

第31期
2021年３月期

第32期
2022年３月期

第33期
2023年３月期
(当連結会計年度)

売上収益 (百万円) 156,478 134,760 153,355 188,320
税引前利益または損失（△） (百万円) 2,837 △9,119 13,935 7,726
当期利益または損失（△）
(親会社の所有者に帰属) (百万円) 1,956 △5,456 8,979 3,827

当期包括利益または損失（△）
(親会社の所有者に帰属) (百万円) 1,626 △4,702 13,599 8,511

基本的１株当たり当期利益
または損失（△） (円) 21.21 △67.71 99.25 39.58

資産合計 (百万円) 209,978 209,411 240,840 266,235
親会社の所有者に帰属
する持分 (百万円) 45,427 39,461 62,024 69,566

親会社所有者帰属持分
当期利益率 (％) 4.9 △12.9 17.7 5.8

（注）１. 当社は、2020年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。2020
年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、基本的１株当たり当期利益または損失を算定
しております。

２. 当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ253億95百万円増加し、2,662億
35百万円（前期比10.5％増）となりました。これは主に現金及び現金同等物、無形資産及びのれん
がそれぞれ前連結会計年度末に比べ139億93百万円、28億74百万円増加したことによるものです。

３. 「基本的１株当たり当期利益または損失」は、「親会社の所有者に帰属する当期利益または損失」か
ら当社普通株主に帰属しない金額を控除し算定しております。
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財産および損益の状況
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（百万円）

第30期
2020年3月期

2,837

第31期
2021年3月期

△9,119
第32期

2022年3月期

13,935

第33期
2023年3月期

7,726

▲

税引前利益
（百万円）

第30期
2020年3月期

1,956

第31期
2021年3月期

△5,456

第32期
2022年3月期

8,979

第33期
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第30期
2020年3月期

1,626

第31期
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13,599
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▲

当期包括利益（親会社の所有者に帰属)
（百万円）

第30期
2020年3月期

21.21

第31期
2021年3月期

△67.71

第32期
2022年3月期

99.25

第33期
2023年3月期

39.58

▲

基本的１株当たり当期利益
（円）

45,427

209,978

第30期
2020年3月期

39,461

209,411

第31期
2021年3月期

62,024

240,840
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2022年3月期

69,566

266,235
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2023年3月期

4.9
17.7

△12.9

5.8

▲

資産合計／親会社の所有者に帰属する持分／
　親会社所有者帰属持分当期利益率
資産合計（百万円） 親会社の所有者に帰属する持分（百万円） 親会社所有者帰属持分当期利益率（%）

ご参考　連結財務ハイライト（国際会計基準）
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重要な親会社および子会社の状況

6
　重要な親会社および子会社の状況

会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容
東 利 多 控 股 有 限 公 司 2,452,338 千香港ドル 100% 海外事業の統括管理
台 湾 東 利 多 股 份 有 限 公 司 52,500 千台湾ドル 100% レストラン経営等
株 式 会 社 丸 亀 製 麺 10 百万円 100% レストラン経営等
株 式 会 社 ア ク テ ィ ブ ソ ー ス 10 百万円 100% レストラン経営等
株 式 会 社 Z U N D 30 百万円 100% レストラン経営等
Tam Jai International Co. Limited 1,116,189 千香港ドル 75% レストラン経営等
WOK TO WALK FRANCHISE B .V . 18 千ユーロ 80% FC運営等
株 式 会 社 T G F 10 百万円 59% 農産物の販売等
TORIDOLL DINING CORPORATION 142 米ドル 100% 持株会社
M A R U G A M E  U D O N  U S A ,  L L C 11,587 千米ドル 75% レストラン経営等
M C  G R O U P  P T E .  L T D . 300 千シンガポールドル 70% レストラン経営等
MARUGAME UDON (EUROPE) LIMITED 2,017 千ポンド 99% レストラン経営等
Toridoll and Heyi Holding Limited 216,702 千香港ドル 100% レストラン経営等

①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　子会社の状況
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主要な拠点等

7
　主要な拠点等

丸亀製麺 海外 その他　（注１）
営業店舗合計直営 直営 FC（注２） 直営 FC（注２）

833店舗 316店舗 391店舗 226店舗 4店舗 1,770店舗

①　当社
　　本社　東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号

②　主要な子会社の事業所
株式会社丸亀製麺
本社　東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号

株式会社肉のヤマキ商店
本社　東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号

株式会社トリドールジャパン
本社　東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号

株式会社ZUND
本社　大阪府大阪市北区天神橋四丁目８番13号

株式会社アクティブソース
本社　東京都品川区小山三丁目24番10号

　　営業店舗　セグメント別の店舗数は以下のとおりです。

（注１）その他セグメントには、「コナズ珈琲」、「肉のヤマキ商店」、「豚屋とん一」、「とりどーる」、「長田本庄軒」、「天ぷ
らまきの」、「らー麺ずんどう屋」、「晩杯屋」等が含まれております。

（注２）フランチャイズ、合弁会社など直営以外の形態

28



BUSINESS REPORT

2023/05/29 13:49:11 / 22949899_株式会社トリドールホールディングス_招集通知_電子提供措置用

従業員の状況、主要な借入先

8
　従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

5,795名
〔12,134名〕

867名増
〔1,329名減〕

（注）１．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除いた就業人員であります。
２．従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間勤務換算による月平均人数）であります。
３．臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

9
　主要な借入先

借入先 借入金残高（百万円）

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 18,058

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 16,218

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 11,567

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 7,953

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 6,642

株 式 会 社 み な と 銀 行 2,900

Ｊ Ａ 兵 庫 信 連 2,896
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会社の株式に関する事項、会社役員に関する事項

2 会社の株式に関する事項

1
　発行可能株式総数 普通株式 230,400,000株

2
　発行済株式の総数 普通株式 87,920,752株（自己株式844,025株が含まれております。）

3
　株主数 158,391名

4
　大株主の状況

株主名 持株数（株） 持株比率（%）

粟 田 貴 也 27,578,662 31.67

有 限 会 社 テ ィ ー ア ン ド テ ィ ー 11,160,000 12.82

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 4,827,300 5.54

特 定 有 価 証 券 信 託 受 託 者 　 株 式 会 社 S M B C 信 託 銀 行 3,738,000 4.29

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 864,700 0.99

STATE STREET BANK WEST CLIENT – TREATY 505234 605,500 0.70

ア リ ア ケ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 600,000 0.69

S M B C 日 興 証 券 株 式 会 社 253,600 0.29

J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG S.A. 381593 250,700 0.29

C G M I  R E T A I L  C L E A R A N C E  A C C O U N T 231,222 0.27

（注）ストック・オプションの行使により、発行済株式の総数は257,400株増加しております。

（注）１．当社は、自己株式を844,025株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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会社の株式に関する事項、会社役員に関する事項

5
　当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の状況

株式数 交付対象者数

取締役（監査等委員である取締役を除く） 3,474株 3名

6
　その他株式に関する重要な事項

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「３ □3  取締役の報酬等の額」に記載しております。

該当事項はありません。

3 会社役員に関する事項

1
　取締役の氏名等
当社における地位 氏名 担当および重要な兼職の状況
代表取締役社長

兼 CEO 粟 田 貴 也 取締役会議長、指名委員、報酬委員

取 締 役 副 社 長
兼 COO 杉 山 孝 史 海外事業本部長

Tam Jai International Co. Limited取締役
取 締 役

兼 CSCO 神 原 政 敏 SCM本部長

取 締 役
（監査等委員） 梅 木 利 泰

指名委員長、報酬委員長
日野総合会計事務所所長、公認会計士
SFCブレインコンサルティング株式会社代表取締役
監査法人アイ・ピー・オー代表社員

取 締 役
（監査等委員） 梅 田 浩 章

指名委員、報酬委員
梅田浩章公認会計士事務所所長、公認会計士
不二精機株式会社社外監査役
株式会社イーサーブ代表取締役
監査法人アイ・ピー・オー社員

取 締 役
（監査等委員） 片 岡 　 牧 指名委員、報酬委員

堂島法律事務所　弁護士

（注）１. 取締役（監査等委員）梅木利泰氏、梅田浩章氏および片岡牧氏は、社外取締役であります。
２. 取締役（監査等委員）梅木利泰氏および梅田浩章氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度

の知見を有しております。
３. 当社は、取締役（監査等委員）梅木利泰氏、梅田浩章氏および片岡牧氏を株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般

株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として同取引所に届け出ております。
４. 当社は、内部統制システムを活用した監査を行うという監査等委員会の制度趣旨から、常勤の監査等委員を選定しておりま

せん。なお、監査等委員会の事務局を法務コンプライアンス部に設置し、同委員会の職務の補助にあたらせております。
５. 常務取締役田中公博氏は、2022年６月29日開催の第32期定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任いたしまし

た。
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2
　責任限定契約の内容の概要

3
　取締役の報酬等の額

　当社と取締役（監査等委員）梅木利泰氏、梅田浩章氏および片岡牧氏は、会社法第427条第１項の責任限定契
約を締結しており、取締役に悪意または重大な過失があった場合を除き、受嘱者の取締役としての在職中に報酬
その他の職務執行の対価として当社から受け、または受け取るべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額の
うち最も高い額に二を乗じて得た額をもって、当社に対する損害賠償責任の限度としております。

①役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2017年５月31日開催の取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議し、
2021年２月22日開催の取締役会においてこれを改定しております。なお、2021年２月22日の取締役会決議に
際しては、あらかじめ決議する内容について報酬委員会から答申を受けております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

イ　基本的な考え方
　取締役（監査等委員を除く）の報酬は、中長期的な業績と連動する報酬の割合や自社株報酬の割合を高
め、もって取締役（監査等委員を除く）に当社グループの企業価値の持続的な向上を図るインセンティブ
を与えるとともに、株主との価値の共有を早期に促進するため、基本報酬のほか、短期インセンティブ報
酬（業績連動報酬）ならびに長期インセンティブ報酬（ストック・オプションおよび譲渡制限付株式）で
構成するものとします。
　取締役（監査等委員）の報酬は、基本報酬および長期インセンティブ報酬（ストック・オプション）で
構成するものとします。

ロ　報酬決定手続
　当社は、取締役（監査等委員を除く）の報酬を決定するにあたり、外部専門機関により役員報酬調査デ
ータ（報酬の種類ごとの割合を含む）に基づく助言を得ることで、取締役（監査等委員を除く）の報酬水
準の客観性を確保しております。
　また、独立社外取締役（監査等委員）全員（３名）が委員かつその過半数を占める報酬委員会の答申を
経て取締役（監査等委員を除く）の報酬（報酬の種類ごとの割合を含む）を決定しております。監査等委
員会においても、意見陳述権（会社法第361条第６項）の行使を判断するにあたり、報酬委員会での審議
を踏まえ、取締役（監査等委員を除く）の報酬内容が業績や職務の遂行状況に照らして相当かどうかを審
議しております。
　なお、取締役（監査等委員）の報酬は、監査等委員の協議により決定されます。
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ハ　短期インセンティブ報酬（業績連動報酬）の概要
　取締役（監査等委員を除く）の業績連動報酬の総額は、取締役会があらかじめ設定した当該事業年度の
支給総額を上限とし、当社グループの当該事業年度の連結売上収益および親会社の所有者に帰属する当期
利益を基準に、取締役会があらかじめ設定した予算目標額の達成額に応じて決定されます。当社では、公
表される数値であり、また企業規模および収益性を示す基準として明快であることから、連結売上収益お
よび親会社の所有者に帰属する当期利益を短期インセンティブ報酬（業績連動報酬）の指標として採用し
ております。
　また、各取締役（監査等委員を除く）には、上記の業績連動報酬総額を役職位ごとに取締役会であらか
じめ定めた役職別計数により按分した金額を支給します。

二　長期インセンティブ報酬（非金銭報酬等）の内容
　長期インセンティブ報酬（非金銭報酬等）は、当社株式（譲渡制限付株式）及び当社新株予約権（スト
ック・オプション）で構成されます。
　取締役（監査等委員を除く）の長期インセンティブ報酬のうち、譲渡制限付株式に係る個別の金銭報酬
債権の額は、取締役会で決定します。なお、取締役会の決議によって代表取締役社長に一任することがで
きます。
　取締役（監査等委員を除く）の長期インセンティブ報酬のうち、ストック・オプションの付与は、株主
総会で決定します。なお、個別の新株予約権の個数は、取締役会の決議によって、代表取締役社長に一任
することができます。
　取締役（監査等委員）の長期インセンティブ報酬（ストック・オプション）は、株主総会で決定しま
す。なお、個別の新株予約権の個数は監査等委員の協議で決定します。

②当事業年度にかかる報酬等の総額等
　当事業年度におきましては、取締役の個人別の報酬等のうち短期インセンティブ報酬（業績連動報酬）につい
て、2022年６月29日開催の取締役会で支給総額および予算目標額を設定しております。当事業年度における連
結売上収益および親会社の所有者に帰属する当期利益は前記「１ 企業集団の現況に関する事項」のとおりであ
り、これら業績指標の実績に基づき下記の報酬額が算定されております。
　また、基本報酬の額は2022年６月29日開催の取締役会において、長期インセンティブ報酬（譲渡制限付株
式）に係る金銭報酬債権の額は同年７月12日開催の取締役会において、いずれも代表取締役社長粟田貴也氏に
具体的な内容の決定を委任する旨の決議を行い、同氏において決定を行っております。代表取締役社長に委任を
した理由は、当社グループ全体の経営状況や各取締役の業務遂行状況を最も熟知し、各取締役の業績や目標を考
慮して最も的確な金額を決定できると判断したためであります。なお、決定に先立ち、2022年５月13日開催の
報酬委員会にて個人別の報酬等につき答申内容が決議されており、同答申を最大限に尊重した上で決定されてお
ります。
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区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

150
（－）

117
（－）

12
（－）

21
（－）

４
（０）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

21
（21）

19
（19）

－
（－）

２
（２）

３
（３）

合計
（うち社外取締役）

171
（21）

136
（19）

12
（－）

23
（２）

７
（３）

　取締役会は、上記の手続を経て取締役の個人別の報酬額が決定されていることから、その内容は短期インセン
ティブ報酬（業績連動報酬）を含め、決定方針に沿うものであると判断しております。

（注）１. 上記には、2022年６月29日開催の第32期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等委員を除く）１名を含
んでおります。

２. 上記非金銭報酬の額には、2021年６月29日開催の株主総会決議および取締役会決議により、ストック・オプションとして
付与した新株予約権に係る当事業年度中の費用計上額（取締役（監査等委員を除く）７百万円、取締役（監査等委員）２百
万円）を含んでおります。また、2019年７月９日開催の取締役会決議、2020年７月14日開催の取締役会決議、2021年７
月13日開催の取締役会決議および2022年７月12日開催の取締役会決議により、譲渡制限付株式として付与した株式に係
る当事業年度中の費用計上額（取締役（監査等委員を除く）14百万円）を含んでおります。

３. 当事業年度の非金銭報酬等は当社株式（譲渡制限付株式）およびストック・オプションとして付与する新株予約権であり、
当社株式（譲渡制限付株式）の交付状況は事業報告「２ □５  当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付さ
れた株式の状況」に、当事業年度の末日におけるストック・オプションとして付与する新株予約権の保有状況は事業報告
「会社の新株予約権等に関する事項」に記載しております。

４. 2015年６月26日開催の第25期定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）の報酬等の総額は年額５億円以内と
決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は３名（うち、社外取締役は０名）
となります。

５. 2015年６月26日開催の第25期定時株主総会において、取締役（監査等委員）の報酬額は年額１億円以内と決議いただい
ております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は３名（うち、社外取締役は３名）となります。

６. 2017年６月29日開催の第27期定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）に対する譲渡制限付株式の付与のた
めの金銭報酬債権の総額は前記報酬等の総額年額５億円の範囲内で年額3,600万円以内、交付する当社普通株式の総数は
29,460株以内（2020年４月１日株式分割後の株数）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等
委員を除く）の員数は４名（うち、社外取締役は０名）となります。

７. 2021年６月29日開催の第31期定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）に対するストック・オプションとし
て付与する当社新株予約権は前記報酬等の総額年額５億円の範囲内、付与する新株予約権総数は150個、その目的である株
式総数は30,000株と決議いただいております。また、当該株主総会において、取締役（監査等委員）に対するストック・
オプションとして付与する当社新株予約権は前記報酬等の総額年額１億円の範囲内、付与する新株予約権総数は45個、そ
の目的である株式総数は9,000株と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数
は４名（付与対象は３名）（うち、社外取締役は０名）、取締役（監査等委員）の員数は３名（うち、社外取締役は３名）
となります。
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4
　社外役員に関する事項

区分 氏名 兼職先 兼職内容

取 締 役
（監 査 等委 員 ） 梅 木 利 泰

日野総合会計事務所
SFCブレインコンサルティング株式会社
監査法人アイ・ピー・オー

所 長
代 表 取 締 役
代 表 社 員

取 締 役
（監 査 等委 員 ） 梅 田 浩 章

梅田浩章公認会計士事務所
不二精機株式会社
株式会社イーサーブ
監査法人アイ・ピー・オー

所 長
社 外 監 査 役
代 表 取 締 役
社 員

取 締 役
（監 査 等委 員 ） 片 岡 　 牧 堂島法律事務所 弁 護 士

区分 氏名 出席状況、発言状況および
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
（監査等委員） 梅 木 利 泰

当事業年度における取締役会に15回中15回、監査等委員会15
回のうち15回出席し、公認会計士としての高い見識から議案審
議等に必要な発言を適宜行っております。
また、監査等委員長として監査等委員会監査を立案および主導
するとともに、指名委員会および報酬委員会の委員長として両
委員会の審議を主導しました。

取 締 役
（監査等委員） 梅 田 浩 章

当事業年度における取締役会に15回中15回、監査等委員会15
回のうち15回出席し、公認会計士としての高い見識から議案審
議等に必要な発言を適宜行っております。
また、監査等委員として監査等委員会監査を精力的に実施する
とともに、指名委員会および報酬委員会の委員として両委員会
で積極的に発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 片 岡 　 牧

当事業年度における取締役会に15回中15回、監査等委員会15
回のうち15回出席し、弁護士としての高い見識から議案審議等
に必要な発言を適宜行っております。
また、監査等委員として監査等委員会監査を精力的に実施する
とともに、指名委員会および報酬委員会の委員として両委員会
で積極的に発言を行っております。

①　重要な兼職先と当社との関係

（注）各兼職先と当社との間には、特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況

35



BUSINESS REPORT

2023/05/29 13:49:11 / 22949899_株式会社トリドールホールディングス_招集通知_電子提供措置用

剰余金の配当等の決定に関する方針

4 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社普通株式１株につき 7円50銭
総額 ６億53百万円

　当社グループは、株主の皆様に適正な利益還元を行うことは、企業目的の重要な課題であると考えており、グ
ループの成長のために必要な投資を行うため内部留保の充実を図りながら、業績に応じた安定した配当を継続し
ていくことを基本方針としております。具体的には、原則として配当性向20％以上を目標としつつ、安定的か
つ継続的に配当を実施するため、調整後配当性向（注）２％を下限とすることとしております。

（注）調整後配当性向
配当金総額÷（親会社の所有者に帰属する当期利益＋減価償却費および償却費＋その他の営業費用－
その他の営業収益＋減損損失＋非経常的費用項目）×100

　当期につきましては、2023年５月15日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の処分に関する決議をい
たしました。
　期末配当に関する事項
①　配当財産の種類

金銭
②　株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

③　剰余金の配当が効力を生ずる日
2023年６月15日

（注）本事業報告に記載しております数値は、四捨五入により表示しております。
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連結財政状態計算書 （2023年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部
流動資産 77,801 流動負債 59,470
現金及び現金同等物 67,456 営業債務及びその他の債務 13,223
営業債権及びその他の債権 7,578 短期借入金 4,028
棚卸資産 759 １年以内返済予定の長期借入金 16,802
その他の流動資産 2,008 リース負債 16,722

非流動資産 188,434 未払法人所得税 644
有形固定資産 36,143 引当金 1,423
使用権資産 82,759 その他の流動負債 6,627
無形資産及びのれん 45,712 非流動負債 128,608
持分法で会計処理されている投資 4,336 社債 3,184
その他の金融資産 13,103 長期借入金 46,629
繰延税金資産 4,953 リース負債 69,214
その他の非流動資産 1,428 引当金 5,336

繰延税金負債 1,558
その他の非流動負債 2,687

負債合計 188,078
資 本 の 部
親会社の所有者に帰属する持分 69,566

資本金 4,673
資本剰余金 11,575
その他資本性金融商品 10,847
利益剰余金 34,207
自己株式 △1,003
その他の資本の構成要素 9,267

非支配持分 8,592
資本合計 78,158

資産合計 266,235 負債及び資本合計 266,235

連結計算書類

（単位：百万円）
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連結純損益計算書

連結純損益計算書 （2022年４月１日から2023年３月31日まで）

科 目 金 額
売上収益 188,320
売上原価 △47,817

売上総利益 140,503
販売費及び一般管理費 △133,519
減損損失 △2,348
その他の営業収益 5,525
その他の営業費用 △2,695 △133,037

営業利益 7,466
金融収益 1,234
金融費用 △ 1,096 138
持分法による投資損益 122

税引前利益 7,726
法人所得税費用 △3,271

当期利益 4,456
（内　　訳）

親会社の所有者 3,827
非支配持分 628

（単位：百万円）
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貸借対照表

貸借対照表 （2023年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部
流動資産 37,662 流動負債 31,270
現金及び預金 26,340 買掛金 2,806
営業未収入金 3,935 短期借入金 4,000
原材料及び貯蔵品 17 １年内返済予定の長期借入金 16,200
前払費用 1,047 1年内償還予定の社債 800
短期貸付金 579 リース債務 258
未収入金 5,186 未払金 4,509
その他 718 未払費用 352
貸倒引当金 △160 未払法人税等 354

固定資産 102,480 預り金 75
有形固定資産 26,552 賞与引当金 44
建物 18,361 店舗閉鎖損失引当金 64
構築物 1,415 設備関係未払金 1,581
車両 18 資産除去債務 198
工具、器具及び備品 5,168 その他 29
リース資産 1,316 固定負債 64,107
建設仮勘定 273 長期借入金 55,080

無形固定資産 77 社債 3,200
ソフトウェア 74 リース債務 1,920
電話加入権 1 資産除去債務 3,770
商標権 1 その他 136

投資その他の資産 75,852 負債合計 95,377
関係会社株式 55,249 純 資 産 の 部
関係会社出資金 0 株主資本 44,158
投資有価証券 286 資本金 4,693
長期貸付金 7,482 資本剰余金 4,771
長期前払費用 99 資本準備金 465
敷金・保証金 5,624 その他資本剰余金 4,306
建設協力金 3,454 利益剰余金 35,676
繰延税金資産 4,198 利益準備金 73
その他 1,006 その他利益剰余金 35,604
貸倒引当金 △1,546 別途積立金 13,379

繰越利益剰余金 22,225
自己株式 △982

新株予約権 607
純資産合計 44,765

資産合計 140,142 負債及び純資産合計 140,142

計算書類

（単位：百万円）
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損益計算書

損益計算書 （2022年４月１日から2023年３月31日まで）

科 目 金 額
売上高 81,557
売上原価 45,494

売上総利益 36,063
販売費及び一般管理費 32,740

営業利益 3,323
営業外収益
受取利息 133
政府補助金 5
受取地代家賃 86
為替差益 743
その他 126 1,093

営業外費用
支払利息 925
その他 138 1,063
経常利益 3,353

特別利益
関係会社貸倒引当金戻入益 252
その他 147 399

特別損失
減損損失 1,149
関係会社貸倒引当金繰入額 149
その他 178 1,476
税引前当期純利益 2,275
法人税、住民税及び事業税 704
法人税等調整額 365 1,069
当期純利益 1,206

（単位：百万円）
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

有限責任 あずさ監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡 野 隆 樹
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 野 陽 一

独立監査人の監査報告書
2023年５月25日

株式会社トリドールホールディングス
　取締役会 御中

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社トリドールホールディングスの2022年４月１日から
2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結純損益計算書、連結持分変
動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求
められる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、株式会社トリドールホールディングス及び連結子会社からな
る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記
載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内
容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められ
る開示項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

　

監査報告書
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一部を
省略した会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求め
られる開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書
類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手
する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に
対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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会計監査人の監査報告書

有限責任 あずさ監査法人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 岡 野 隆 樹
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 野 陽 一

独立監査人の監査報告書
2023年５月25日

株式会社トリドールホールディングス
　取締役会 御中

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社トリドールホールディングスの2022年４月１
日から2023年３月31日までの第33期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　

会計監査人の監査報告書謄本
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会計監査人の監査報告書

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項
付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査報告書

　当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第33期事業年度における取締役の職務の執行につい

て監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当

該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況

について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたし

ました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、当期の監査方針、職務の分担等に従い、コーポレートガバ

ナンス・コードの適用状況を重点項目とし、会社の内部監査部門との連携の上、リスクマネジメント委員会等重要

な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、

重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社に

ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を

受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂

行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明

を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結財政状態計

算書、連結純損益計算書、連結持分変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注

記）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告書謄本
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監査等委員 梅 木 利 泰
監査等委員 梅 田 浩 章
監査等委員 片 岡 　 牧

２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示していると認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重要な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議内容は相当であると認めます。また、内部統制システムに関する事業

報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月25日

株式会社トリドールホールディングス　監査等委員会

　（注）監査等委員 梅木 利泰、監査等委員 梅田 浩章、監査等委員 片岡 牧は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定す
る社外取締役であります。
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会場ご案内図


